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電気通信事業者の販売勧誘方法の改善に関する提言 

 

平成24年12月11日 

消費者委員会 

 

１．問題の実態 

携帯電話、スマートフォン、インターネット、ケーブルテレビ等の電気通信を利用して提供

されるサービス（以下「電気通信サービス」という。）は、ここ数年消費者の日常生活に深く

関わっており、なくてはならないものとなった。一方、電気通信サービスの契約件数を事業者

が激しく競い合うことによって、過熱した販売勧誘活動が見受けられる。販売奨励金制度（イ

ンセンティブ）が代理店や営業担当者の過度の実績追及をあおっているという指摘もある。 

国民生活センターに寄せられた最近４年間の関連する相談は別紙のとおりであり、件数も多

く、個々の事案も深刻で悪質なものが少なくない。今後、消費者が契約内容を十分理解したう

えで合理的利用料金により安心して電気通信サービスを使えるようにするためには、事業者や

事業者団体の自助努力が緊急に求められる。また、それにとどまらず、これを指導監督する立

場の総務省や消費者政策の司令塔たるべき消費者庁の積極的対応が求められるところである。 

販売勧誘方法の問題は以下のとおりである。 

第１に、契約締結時の問題である。 

重要事実を告げない、誤解をもたらしやすい説明をする、契約をとりつける目的を隠して勧

誘する、高齢者に到底使いこなせない不必要な契約をさせる等の問題行動が認められる。そも

そも、消費者、特に高齢者には理解しにくいこの種のサービス契約を電話による対話のみで契

約成立とする扱いも指摘されており問題がある。また、突然の電話や個別訪問による勧誘行為

を契機として、消費者が十分に契約内容を理解しないまま契約に至っているため、後にトラブ

ルになることが少なくない。 

第２に、契約後の対応の問題である。 

事業者の契約機器の不具合・利用不能状態に対する対処や意図していた内容と違う契約であ

ったときの対応が不十分である、契約取消や解除を容易に認めない、解約の際に事前に十分な

説明がされていなかった高額な違約金を請求する等の問題行動が認められる。携帯電話やスマ

ートフォン等については、通話・通信サービスに関する契約と機器に関する割賦販売契約とが

セットで締結されることも多く、契約内容が複雑・多様化しており、解約時の費用負担等につ

いても十分な理解が得られているとは言い難い。例えば２年契約で自動更新されるサービスに

おいて、２年経過後、事業者が定めた期間（例えば１か月間）内に更新拒絶の意思表示をしな

い場合、その後も違約金が発生する料金体系があるが、当該違約金等が生じる期間について消

費者の認識が必ずしも十分でないとする声が多い。 
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２．とられるべき対策 

総務省は、平成23年12月に「利用者視点を踏まえたＩＣＴサービスに係る諸問題に関する研

究会」による「電気通信サービス利用者の利益の確保・向上に関する提言」を公表した。これ

を受けて社団法人電気通信事業者協会を始めとする通信４団体によって構成される電気通信

サービス向上推進協議会は、本年4月16日「勧誘・契約解除に関する自主基準の策定など、電

気通信サービスの向上に向けた取り組みについて」と称する文書を公表し、その中で新たに勧

誘及び契約解除を盛りこんだ「電気通信事業者の営業活動に関する自主基準（以下「自主基準」

という。）」を策定・公表してその徹底を図るとした。 

しかし、前述したような消費者問題の多くは、中小代理店等によって惹起されており、また、

大手事業者間相互のシェア競争も激しい実情にかんがみると、自主基準による改善がどこまで

徹底され、効果を発揮するかについては、今後注視していく必要がある。 

しかも、上記自主基準では、第８条で申込みの撤回を「受け付けるものとする」としており、

同条第２項でインターネット接続サービス等の回線敷設工事前に契約の解除を含む申込みの

撤回等の申出を受けた場合は、料金の支払いを求めないものとしているが、前述のように電話

による口頭でのやりとりのみで、契約そのものやそれがどの時点で成立したかについて消費者

が認識できていない場合もあり、また、回線敷設工事までの期間も地域や時期等によってまち

まちであることから、これによって十分に消費者に再検討の機会が確保されているといえるか

は疑問がある。 

さらに、前述したように携帯電話やスマートフォン等においては、契約内容が複雑・多様化

している。２年契約かつ自動更新の契約形態における違約金の問題については、事前に契約段

階で十分に説明を尽くすとともに、更新月の到来に先立っては、多様な手段により契約者への

再確認を行うことが望ましいことはもちろんのこと、依然として自動更新されることについて

消費者の理解が十分浸透されない状況が続く場合には、消費者保護の観点からも長期間にわた

って契約関係を継続させるこのような契約形態の妥当性についても、再検討されるべきである

と考える。 

そもそも、電気通信事業者の役務提供契約については特定商取引に関する法律施行令（昭和

51年政令第295号）により、特定商取引に関する法律（昭和51年法律第57号。以下「特定商取

引法」という。）の適用除外とされているが、それは、電気通信事業法（昭和59年法律第86号）

による消費者保護の施策が十分に実施されているという前提があって適用除外とされたもの

である。しかし、前述した実情や自主基準の問題を踏まえると、総務省と消費者庁は次の対策

を早急に講ずる必要がある。 

 

総務省は、代理店を含む電気通信事業者による自主基準等の遵守の徹底を図るとともに、前

述のクーリング・オフや自動更新の問題についても改善を促すこと。また、その改善状況の検

証を行い、平成25年３月末時点での状況について、データを含む詳細がとりまとまり次第、速

やかに当委員会へ報告すること。 
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同検証において、相談件数が明確な減少傾向になる等の一定の改善が見られない場合には、

総務省及び消費者庁は協議を行ったうえで、以下の①又は②いずれかにより、消費者が契約内

容を十分理解して利用できる環境の実現を図るための法的措置を講じることを含め、必要な措

置を検討し確実に実施すること。 

 

① 電気通信事業法及び電気通信事業法施行令（昭和60年政令第75号）等を改正し、訪問販

売、電話勧誘販売、通信販売において特定商取引法と同レベルの消費者保護規定を導入す

るとともに、店舗販売の場面においても契約者の年齢や知識を踏まえた説明を行うべきこ

と等の消費者保護に配慮した規定を設けることを含め、必要な措置を検討し確実に実施す

る。 

② 電気通信事業者の役務提供契約について、特定商取引法の適用除外を廃止するとともに、

店舗販売においても①同様の消費者保護に配慮した規定を設けるべく電気通信事業法等

を改正することを含め、必要な措置を検討し確実に実施する。 

 

以 上 



The Consumer Commission

（別紙）電気通信サービスに関連する相談状況について

 相談件数の推移

 主な相談事例（「ＰＩＯ－ＮＥＴ」より）

インターネット接続回線
に関する相談件数

固定電話サービス
に関する相談件数

携帯電話・スマートフォン（※）
に関する相談件数

モバイルデータ通信
に関する相談件数

【高齢者に不必要な契約】
「光回線にして、パソコンをしないか」と事業者の訪問を受けた。「年
だからいい」と断ると、「今は年寄りでもやっている。来てくれたら教
える」と言われ、中古パソコンとあわせて契約した。やはり利用しな
いと思い、２～３日後に電話をして断ったが、「何でやめるのか」など
と言われ、断りきれなかった。

【機器の不具合への対応が不十分】
スマートフォンを購入後すぐに電源が入らなくなる不具合が続
き、その都度無償で修理をしてもらった。「原因を知りたい」と
申し出たところ、「電池と本体の相性が悪いのではないか」と言
うだけで、明確な原因を教えてもらえない。今のところは使用で
きるが、解約には「中途解約料が９，９７５円かかる。また本体
購入代金も残っている」と言われた。

【契約締結の認識が不十分】
「契約している電話会社関連の者だ。プロバイダを替えると月々
千円安くなる」と自宅に勧誘電話があった。「はい、はい、わかり
ました」と返事をした。翌日も同じような返事をしたが「よくわから
ないので書類を送ってほしい」と言った。数日後に届いた書類は、
すでに契約したことになっていてＩＤやアカウントの記載があり、振
込用紙も入っていた。自分としては書類に記入して初めて契約に
なると思っていたので納得できない。

【事前説明と異なり安くならなかった契約】
大手通信会社代理店を名乗る業者から、「今までより安くなる。工事
費も無料」と言われ、光回線とプロバイダ契約をし、回線工事もした。
渡された書面を見て、料金を比較したところ、月々の利用料が１，０
００円高くなることがわかり、工事費も分割で月々の利用料金の中
に含まれていた。解約したいと伝えたら「解約料が発生する」と言わ
れた。

【書面なしで契約を急がせる勧誘】
「この地域でモバイルデータ通信が使えるようになった。光回線を
解約すれば、通信料を安くできる」等と電話勧誘があり、「書面で
ほしい」と伝えたら、「この電話で契約してくれないと通信端末が
無料にならない」と言われ、クレジットカード番号を伝えた。電波
が届かなければ返してもいいらしいが、クーリング・オフはできな
いと言われている。書面もなく契約になることが不安だ。

【２年契約の解約料の説明が不十分】
携帯電話サービスの契約時、２年間継続使用の割引料金で契
約していたようだが、覚えていない。先月だったら、解約料なし
で解約できたらしいが、今では、自動更新後で９，９７５円の解
約料がかかると言われた。知らせも出さずに勝手に自動更新
され、納得できない。

注）2012年度は
４月～10月まで
の登録件数

（第１０４回消費者委員会 「国民生活センター提出資料」より、ＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワーク・システム）に2012年10月31日までに登録された相談件数）

注）2012年度は
４月～10月まで
の登録件数

注）2012年度は
４月～10月まで
の登録件数

注）2012年度は
４月～10月まで
の登録件数

※PIO‐NETでは、機器の品質に関する相談を分類する「携帯電

話」と主に通信契約に関する相談を分類する「携帯電話サービ
ス」があり、ここでは２つのキーワードを合算している。

2009 2010 2011
2012

(～10月登録分)

8,992 12,663 14,002 7,937

電話勧誘販売 2,682 5,658 5,720 3,247

訪問販売 1,333 1,857 2,723 1,667

通信販売 2,126 1,808 1,895 952

店舗購入 1,262 1,483 1,646 897

その他 1,589 1,857 2,018 1,174

相談件数合計

年度

2009 2010 2011
2012

(～10月登録分)

6,526 5,813 5,107 2,790

電話勧誘販売 2,381 2,281 1,602 878

訪問販売 1,264 1,058 1,124 531

通信販売 863 607 523 281

店舗購入 811 721 705 409

その他 1,207 1,146 1,153 691

年度

相談件数合計

2009 2010 2011
2012

(～10月登録分)

18,694 16,931 18,861 10,620

電話勧誘販売 163 147 158 64

訪問販売 499 607 550 161

通信販売 2,552 1,574 1,477 776

店舗購入 14,075 13,171 15,134 8,790

その他 1,405 1,432 1,542 829

年度

相談件数合計

2009 2010 2011
2012

(～10月登録分)

1,631 1,897 3,245 2,333

電話勧誘販売 48 62 524 610

訪問販売 54 75 113 119

通信販売 317 281 537 407

店舗購入 1,028 1,252 1,752 1,022

その他 184 227 319 175

年度

相談件数合計
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